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はじめに 

 

平成７年１月の阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて、「建築物の耐震改修の促

進に関する法律」（平成７年法律第１２３号。以下「耐震改修促進法」という。）

が制定されました。 

 

建築物の耐震改修等について、国は全国的に取り組むべき「社会全体の国家

的な緊急課題」であるとし、平成１７年に耐震改修促進法を改正し、国が基本

方針を、都道府県が耐震改修促進計画を定め、公表すべきとされました。 

これを受けて千葉県は、平成１９年３月に「千葉県耐震改修促進計画」を策

定し、本市においても、これらを踏まえ、平成２０年３月に「富里市耐震改修

促進計画」（以下「本計画」という。）を策定しました。 

 

平成２３年３月には東日本大震災が発生し、県内で最大震度６弱を観測する

など強い揺れに加え、太平洋沿岸を中心に到来した大津波、東京湾沿岸の埋立

地や利根川沿いなどの低地で発生した液状化現象により、甚大な被害が発生し

ました。 

さらに、平成２８年４月に、熊本県熊本地方で発生した平成２８年熊本地震

では、最大で震度７を記録し、震度６弱を上回る大きな地震は７回観測され、

熊本県を中心に数多くの建築物に倒壊などの甚大な被害をもたらしました。 

この地震を受け、国土交通省が原因分析を行うために設置した「熊本地震に

おける建築物被害の原因分析を行う委員会」が取りまとめた報告書において木

造建物の被害において次のような指摘がなされました。 

新耐震基準となった昭和５６年６月以降の木造建築物では、接合部の仕様等

が明確化された平成１２年６月以降の倒壊率が、昭和５６年６月から平成１２

年５月までに建てられた建築物に比べ低いという調査結果がでました。 

この報告を受け、平成２９年５月に「新耐震基準の木造住宅の耐震性能検証

法」が示され、国からも平成１２年５月以前の新耐震基準の既存木造住宅につ

いて、接合部等の状況を確認することが推奨されています。 

 

このような背景のもと、千葉県が、令和３年３月に「千葉県耐震改修促進計

画」の住宅耐震化率の目標設定年度について改定を行うことから、本計画の住

宅耐震化率の目標設定年度の改定を行います。 

 

国、県、市及び建築物の所有者等が連携を図り、本市における建築物の耐震

診断及び耐震改修等を、計画的かつ総合的に進めることにより、より一層の建

築物の耐震化を促進し、都市空間、居住空間における被害の軽減を図り、災害

に強いまちづくりを進めます。 
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第１ 基本方針 

 

   本計画は、耐震改修促進法第６条第１項の規定に基づき策定するもので

す。 

 

   本計画は、耐震改修促進法第４条の規定により定められた「建築部の耐

震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」及び同法第５条の

規定により定められた「千葉県耐震改修促進計画」を勘案し、市有建築物，

市内の住宅及び特定建築物等の耐震化を促進するための方針、耐震化率の

目標の設定、目標値を達成するための必要な施策を定めるものです。 

 

   市は、本計画に基づき県と連携を図りながら、耐震化を促進するための

施策を総合的に推進し、市民等に耐震診断及び耐震改修等に関する啓発及

び知識の普及を行い、耐震化に関する意識の醸成及び建築物の安全性の向

上を図り、地震による建築物の被害を最小限に留め、市民の安全を確保す

ることとします。 
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第２ 耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

１ 想定される地震の規模・人的被害・建物被害の状況、減災の考え方 

富里市地域防災計画（平成３１年３月修正版）において、防災アセス

メント調査(平成３０年３月)の結果、本市に最も影響を及ぼすと考えら

れる地震は、富里市直下地震と想定されています。 

本計画においても、富里市直下地震が発生した場合を想定します。 

※想定する富里市直下地震 規模 Mw6.8 震源深さ 5㎞ 

 

（１）想定される地震の規模 

市域のほぼ全域で震度６弱の揺れが想定され、日吉台小学校区の根

木名川沿いの低地の一部では、震度６強の揺れが想定されます。 

 

（２）人的被害及び建物被害 

富里市直下地震が発生した場合に想定される本市の被災状況は、次

のとおりです。 

 

表－１ 建物被害                   単位:棟 

想定項目 揺れ 液状化 土砂災害 合計 

全壊 1,749 59 3 1,811 

半壊 4,705 214 7 4,926 

 

表－２ 避難者数                   単位:人 

想定項目 直後 １週間後 １か月後 

避難者 4,646 9,480 9,552 

内避難所避難者 2,788 4,740 2,866 

 

表－３ 人的被害                    単位:人 

想定原因 死者 負傷者 重傷者 要救助者 

建物被害 8 797 122 

38 
土砂災害 0 0 0 

火災外 1 1 0 

屋外転倒物等 0 10 4 
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表－４ ライフライン被害 

上水道 断水人口(断水率) 25,672 人(64.7%) 

下水道 支障人口(支障率) 1,053 人(3.4%) 

電力 停電軒数(停電率) 4,240 軒(12.0%) 

電話 不通回線数(不通回線率) 2,846 回線(12.4%) 

都市ガス 支障人口(支障率) 10,527 人(100.0%) 

ＬＰガス 支障戸数(支障率) 3,149 戸(26.0%) 

 

（３）減災の考え方 

    上記のとおり、富里市直下地震が市域において発生した場合には、甚

大な被害が想定されますが、減災の考え方に基づき、被害が拡大する要

因の一つひとつを冷静に分析し、かつ、必要な備えをしていくことによ

り、被害を最小限に抑えることがもとより重要です。 

 

２ 耐震化の現状 

住宅の現状 

平成３０年の住宅・土地統計調査によると本市の年代別住宅数は以

下のとおりです。 

平成３０年における住宅数は、２０，３３０棟と推測されます。(木

造の住宅は１５，９２０棟) 

そのうち、昭和５５年以前の住宅数は、４，０１０棟(木造の住宅は

３，４２０棟)あり、住宅全体の耐震化率は、８０％と推測されます。 

 

（単位：戸） 

 

総数 

住宅の種類 構 造 

専用 

住宅 

併用 

住宅 
木造 

防火 

木造 
RC・SRC 鉄骨造 その他 

昭和 45年以前 1,020 990 30 740 260 10 10 － 

昭和 46年～55 年 2,990 2,960 30 1,480 940 530 30 － 

昭和56年～平成2年 4,340 4,290 50 1,560 2,420 250 120 － 

平成 3 年～ 12 年 3,290 3,230 60 990 1,700 190 410 － 

平成 13年～22 年 3,070 3,040 30 660 1,460 420 540 － 

平成 23年～27 年 1,730 1,720 10 310 1,180 20 220 － 

平成 28 年～30 年 9 月 600 580 20 90 240 170 100 － 

合計※ 20,330 20,070 260 6,550 9,370 2,270 2,130 － 

※建築の時期「不詳」を含む。 
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３ 耐震改修等の目標値の設定 

平成２０年３月に策定した計画では、平成２７年度に向けた目標を、

平成２８年３月の改定では、令和２年度を目標年度とした耐震化率を設

定しました。令和３年３月の改定に当たっては、国の基本方針や首都直

下地震緊急推進基本計画等を踏まえ、千葉県が示した令和７年度を目標

年度として設定します。 

 

（１）住宅の耐震化 

住宅の耐震化率の目標は、令和７年度における耐震化率を９５％と

します。 

 

 （２）特定建築物の耐震化 

     本計画における特定建築物とは、耐震改修促進法第１４条第一号に

掲げる学校、体育館、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務

所、老人ホーム等の多数の者が利用する建築物と同条第二号に掲げる

危険物の貯蔵場及び処理場の用途に供する建築物とします。            

特定建築物の耐震化率の目標は、令和７年度における耐震化率を

９５％とします。 

 

４ 特定建築物等の耐震化 

市有の特定建築物や避難所として指定している建築物（以下「特定建

築物等」という。）は、市内に３６棟あり、そのうち旧耐震基準による

ものは、１０棟であり、既に耐震診断により耐震性があると判断されて

いるか耐震改修工事が終了しています。 

庁舎、学校などの公共建築物は、災害時には、庁舎が被害情報収集や  

災害対策指示活動などのために、学校は避難場所として開設・運営する

など、多くの公共建築物が防災活動の拠点としての役割を担うことにな

ります。 

このため、利用者の安全確保のみならず、災害時における拠点施設と 

しての機能確保の観点からも耐震性が求められます。 

そのような中、指定避難所となる教育施設については、非構造部材の

安全対策について、平成２８年度に安全対策工事が完了しています。 

 

５ 耐震診断・改修等の実施状況 

    耐震診断及び耐震改修が必要な建築物については、耐震診断及び耐震

改修の実施状況を把握し、その内容を整理した台帳を作成して合理的・

効果的な情報管理を行います。 
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第３ 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

 

１ 住宅・建築物の耐震化の取組方針 

本市は、これまで災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に基

づき、富里市地域防災計画を策定し、地震対策を推進してきたところで

すが、平成２３年３月１１日に発生した東日本太平洋沖地震は、改めて

大地震の脅威を我々に再認識させるとともに地震対策に対する貴重な教

訓をもたらしました。 

富里市直下地震の発生が懸念される本市にとって、地震対策の一層の

強化は緊急の課題です。 

大地震による災害から市民の生命、身体及び財産を守り、被害を最小

限度にとどめるためには、行政はもとより市民一人ひとりが自発的に防

災の役割を果たしていくことが極めて重要となります。 

県では、平成９年３月に「千葉県既存建築物耐震改修促進計画」を、

平成１２年９月に「千葉県耐震改修促進実施計画」をそれぞれ策定し、

既存建築物の耐震改修を主軸とした耐震化施策を総合的に推進していま

す。これらのことを踏まえ、本市においても既存建築物の耐震診断及び

耐震改修を計画的に進めていくものとします。 
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２ 耐震診断等の促進を図るための支援策の概要 

既存建築物の耐震診断及び耐震改修について、市民に対する積極的な

普及啓発に取り組むとともに、補助制度の活用を検討しながら、耐震診

断等の促進を図るものとし、具体的には、次の事業を実施します。 

 

（１）木造住宅耐震診断補助事業 

事業内容 住宅の耐震診断 

対象地区等 

・市内に存する一戸建ての住宅又は併用住宅 

・自己の居住の用に供しているもの 

・地階を除く階数が３以下で、かつ住宅の部分に供

する部分の床面積が当該延べ面積の２分の１以上

であるもの 

・平成１２年５月３１日以前に着工されたもので、

主要構造部が木造であること 

事業主体 所有者 

補助率 ２/３ 

実施期間 平成３０年度～ 

対象棟数 約１０，０９０戸 

 

 

（２）木造住宅耐震改修補助事業 

事業内容 住宅の耐震改修 

対象地区等 

・市内に存する一戸建ての住宅又は併用住宅 

・自己の居住の用に供しているもの 

・地階を除く階数が３以下で、かつ住宅の部分に供

する部分の床面積が当該延べ面積の２分の１以上

であるもの 

・平成１２年５月３１日以前に着工されたもので、

主要構造部が木造であること 

・上部構造評点を１．０以上とする改修であること 

事業主体 所有者 

補助率 １／３ 

実施期間 平成３０年度～ 

対象棟数 約１０，０９０戸 
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３ 耐震改修促進法に基づく特定建築物に対する指導の方針 

耐震改修促進法第１４条は、現行の耐震基準に適合しない建築物のう

ち学校、病院、事務所等一定の用途に使用されるもので、不特定多数の

者が利用する建築物の所有者は、耐震診断を行い、必要に応じ、耐震改

修を行うよう努めなければならないとされています。 

しかし、資金調達の困難性、事業活動への支障、工事発注の煩わしさ

などの要因により耐震化が進んでいないのが現状です。 

富里市直下地震発生時において、多数の人命を守ることはもとより、

発生後の早期復旧・復興のためにも、これら特定建築物の耐震化を緊急

に図り、建築物及び避難路の安全性を確保する必要があります。 

そのためには、まず、専門家による耐震診断を行い、耐震性を確認し

なければならないことから、当面は耐震診断実施率の向上に努めていく

ものとします。 

 

４ 地震時の建築物の安全対策 

（１）各種落下物対策 

     地震発生時において、建築物全体の倒壊だけではなく、附属する看

板や外壁、ガラス等が落下し、通行人等に被害を与える恐れがありま

す。   

このような被害を防止するため、建築物において落下の危険がある

部分については、県と連携し、落下防止対策を講ずるよう促します。 

 

 （２）天井等の脱落対策 

  東日本大震災では、体育館、劇場、商業施設、工場等の大規模空間

を有する建築物の天井について、比較的新しい建築物も含めて脱落す

る被害が生じました。 

こうした状況を踏まえて、建築基準法施行令（昭和２５年政令第 

３３８号）第３９条第３項において特定天井の構造が規定され、平成

２５年国土交通省告示第７７１号において新たに天井脱落対策の基準

が定められました。 

このような被害を防止するために県と連携し、落下防止対策を講ず

るよう促します。 

 

 （３）ブロック塀対策の推進 

     地震時において、コンクリートブロック塀等は倒壊しやすく、通行

人に危害を及ぼすことや道路を塞ぐことがあるため、県と連携してパ

ンフレットの配布等を通じて知識の普及に努めます。 

     また、建築物がある場所から富里市地域防災計画に位置付けられた

指定緊急避難場所又は福祉避難所（以下「避難場所等」という。）に通

じる、不特定多数の人が行きかう道路については、災害時の避難路と
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なることから、安全確保のための危険ブロック塀対策を行います。 

    ※不特定多数の人が行きかう道路＝道路法の道路、建築基準法の道路、 

課税が公衆用道路のもの 

  

（４）エレベーター閉じ込め対策の推進 

建築物の高層化・バリアフリー化に伴い、地震発生時にエレベー 

ターが緊急停止し、内部に長時間閉じ込められる事態が問題となって

います。 

このような事態を防止するため、県と連携し所有者に対しエレベー

ターの閉じ込め対策を講ずるよう促します。 

 

５ 重点的に耐震化を図る地域・建築物の考え方 

（１）重点的に耐震化を図る地域 

 耐震化は市域全体に関わるものですが、災害時において緊急輸送路

となる国道２９６号及び国道４０９号は、救援救護活動、緊急物資の

輸送など重要な役割を担っているため、特にこれら沿線については、

早急に対応する必要があります。 

また、県は、千葉県耐震改修促進計画において、市町村は震災時に

大きな被害が想定される比較的古い木造住宅が密集する市街地等につ

いて、重点的に耐震化の促進を図る区域として定めるべきとしており、

本市もこのことを踏まえて検討を行います。 

 

（２）重点的に耐震化を図る建築物 

    阪神・淡路大震災における死者のほとんどが建物の倒壊による圧 

死・窒息死であったことや富里市直下地震の被害想定からしても、昭和

５６年５月３１日以前に着工された木造住宅及び下記について重点的

に耐震化を図る建築物とします。 

 

① 地震が発生した場合において、災害復旧対策の拠点となる市役所

庁舎、消防庁舎、医療活動の拠点となる病院、避難所となる学校

など防災上特に重要な既存建築物 

② 不特定多数の人が利用する病院、集会場、百貨店などの耐震改修

促進法に規定する特定建築物 

③ 後の世代に引き継がれるべき貴重な財産であるとの観点から文

化財に指定された建築物、文化財が収蔵されている建築物 

 

また、平成２８年熊本地震の検証から、接合部の仕様等が明確化さ

れる以前の平成１２年５月までに着工された木造住宅についても、耐 

震診断とその結果に基づく耐震改修を推奨します。 
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第４ 啓発及び知識の普及に関する事項 

 

１ 普及・啓発に関する方針 

本市は、パンフレットの配布、ＤＶＤの上映、講演等の実施により、

建築物の耐震性の向上に関する知識の普及、啓発に取り組んできました

が、今後も県や公益社団法人千葉県建築士事務所協会などと連携して、

補助制度、融資制度の周知とともに、既存建築物の耐震診断及び耐震改

修の必要性についても啓発に努めます。 

 

２ 地震ハザードマップの作成・公表 

    県が策定した千葉県耐震改修促進計画によれば、地震ハザードマップ

の作成・公表については、市町村が取り組むべきものとされています。 

本市では、平成３０年３月の「富里市防災アセスメント調査業務業務

報告書」で、地区別防災カルテを公表しています。 

 

３ 相談体制の整備・情報提供の充実 

市民のための耐震相談の受付、市ホームページへの掲載、電話での耐 

震相談窓口の開設などを行います。 

 

４ パンフレットの配布、相談会の開催等 

（１）啓発及び知識の普及に関する施策の概要 

     建築物の所有者等に対する耐震性向上に関する知識の普及、啓発を

図るために県が作成したパンフレットを活用し、建築物の耐震診断及

び耐震改修の必要性について市民意識の高揚を図り、知識の普及に努

めます。 

      

(２）市民が耐震改修を実施するための環境整備に関する施策の概要 

県では、木造及び鉄骨造の既存建築物に係る耐震診断及び改修を行

う専門家を養成するための講習会を開催し、講習修了者名簿を作成し

市町村に配布しています。 

この名簿を市役所窓口に備え置き、市民に対し耐震診断及び耐震改

修を行う技術者の紹介に活用します。 
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（３）耐震相談会の開催 

住宅建築に関するより細やかな相談にも対応するため、専門家によ

る「無料相談」等を実施し、市民の様々な建築相談に応じます。 

県が主催となり、平成１７年９月２日から施行している「わが家の

耐震相談会」を活用して建築関係団体等と連携して既存建築物の耐震

診断、耐震改修を促進します。 

一般社団法人千葉県建築士会、公益社団法人千葉県建築士事務所協

会成田支部等に対しても市が行う取組について協力を求めていきます。 

 

 （４）リフォームにあわせた耐震改修の促進 

     耐震改修は、建築物の構造部材の補強のために内装工事を伴うこと

が多くリフォーム工事にあわせ耐震改修工事を実施することは、所有

者にとって経済的にも有効な方法です。 

     県と連携を図り、リフォーム工事にあわせた耐震改修の工事方法や

新たな工法等をパンフレット等でより広く情報提供し、住宅等の耐震

改修の促進を図ります。 

 

 （５）家具等の転倒防止策の推進 

     地震災害時に家具等の転倒による人的被害も多いことから、建築物

の耐震化の推進とともに、家具等の転倒防止策の推進は重要な課題で

す。 

     県と連携し、パンフレット等で、家具等の転倒防止の対策事例等の

情報を広く提供し、家具等の転倒防止策の推進を図ります。 

 

（６）建築物の液状化対策 

     東日本大震災では、県内でも東京湾岸の埋立地と利根川沿いの低地

を中心として広域にわたり液状化現象が発生しました。 

     県では、こうした東日本大震災の液状化被害を平成２３年度東日本

大震災千葉県液状化調査報告書としてとりまとめ、ホームページで情

報提供しています。 

     本市においても、ホームページで情報提供し、建築物の所有者等の

意識の啓発を図ります。 

    

（７）自治会等との連携策・取組支援策 

     市は、自治会等の地域特性を踏まえた耐震化促進のための出前講座

やパンフレットの配布等により、きめ細やかな耐震化の促進を図りま

す。 
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第５ 所管行政庁との連携に関する事項 

 

１ 所管行政庁との連携 

    建築物の耐震化の推進を図るためには、既存建築物の耐震診断及び耐

震改修を推進していく必要があります。 

    そのため、耐震改修促進法で規定されている建築物の用途及び規模に

該当する特定建築物の所有者に対して、所管行政庁は必要に応じ指導、

助言、指示及び公表等を実施する場合があります。 

    また、指導、助言、指示等を行ったにもかかわらず、特定建築物の所

有者が必要な対策をとらなかった場合において、損傷、腐食その他の劣

化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険となるおそれがあると

特定行政庁によって認められる建築物については、建築基準法（昭和 

２５年法律第２０１号）による勧告や命令を行う場合もあります。 

    市は、所管行政庁である県と十分に連絡調整を行い、建築物の耐震化

の促進のための施策や特定建築物の所有者に対する指導、助言等を県が

実施する際は連携を図ります。 
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第６ その他耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

 

１ 地域住民や関係団体等との連携に関する方針 

（１）地域住民との連携に関する方針 

富里市直下地震の可能性について想定した現状から、耐震改修の促

進を図っていくためには、住民の防災意識の向上が不可欠です。 

地震による個人的被害が、単に個人にとどまらず、近隣にも大きな

影響を及ぼすという認識を涵養するために、地域住民、ＮＰＯなどの

団体の活動に対する支援策と合わせて、情報提供や相談等の体制を今

後整えていきます。 

 

（２）関係団体等との連携の方針 

県や県内の特定行政庁などと情報交換を密にし、関係団体の協力を

得ながら、既存建築物の耐震診断及び耐震改修等の普及に取り組んで

いくものとします。 

 

２ 関係団体との連携 

（１）千葉県建築防災連絡協議会 

    地震時の災害に備え、県及び市町村の緊密な連携のもとに、建築物 

に関する防災対策、地震対策の総合的、計画的な推進を図るため設置さ

れています。 

     

（２）千葉県特定行政庁会議 

    県内の特定行政庁によって組織され、特定行政庁相互間における連 

絡調整と緊密化を図り、もって建築行政の円滑な運営を図るために設置

されています。 

    県内所管行政庁による指導、助言、指示、公表及び特定行政庁におけ

る建築基準法による勧告又は命令に関する意見交換や連絡調整に努め、

既存建築物の耐震化を促進しています。 

 

（３）千葉県建築設計関連六団体連絡協議会 

    県内にある建築関連団体(一般社団法人千葉県建築士会、公益社団法

人千葉県建築士事務所協会、公益社団法人日本建築家協会関東甲信越支

部千葉地域会、一般社団法人日本建築構造技術者協会・千葉関東甲信越

支部ＪＳＣＡ千葉、一般社団法人千葉県設備設計事務所協会、一般社団

法人日本建築学会関東支部千葉支所）にて組織されています。 
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（４）千葉県耐震判定協議会 

    学識経験者等により構成されており、耐震診断及び耐震改修計画の適

確性を審査・判断している第三者機関です。 

    その判断結果は、所管行政庁の認定の判断等に用いられており、速や

かな審査・判定により、円滑な耐震診断及び耐震改修を行える環境を整

えています。 

 

３ その他 

   本計画を実施するに当たり、必要な事項は別途定めるものとします。 

 

【参考資料】 

資料１ 建築物の耐震改修の促進に関する法律の抜粋 

資料２ 市有特定建築物等一覧表 



 

参考資料 



建築物の耐震改修の促進に関する法律(抜粋) 

 

（特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力） 

第十四条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの（要安全確認

計画記載建築物であるものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。）

の所有者は、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、その結果、

地震に対する安全性の向上を図る必要があると認められるときは、当該特定既存耐

震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホ

ームその他多数の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規

模以上のもの 

二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のもの

の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

三 その敷地が第五条第三項第二号若しくは第三号の規定により都道府県耐震改修促

進計画に記載された道路又は第六条第三項の規定により市町村耐震改修促進計画に

記載された道路に接する通行障害建築物 

 

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令(抜粋) 

 

（多数の者が利用する特定既存耐震不適格建築物の要件） 

第六条 法第十四条第一号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。 

一 ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設 

二 診療所 

三 映画館又は演芸場 

四 公会堂 

五 卸売市場又はマーケットその他の物品販売業を営む店舗 

六 ホテル又は旅館 

七 賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎又は下宿 

八 老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

九 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類す

るもの 

十 博物館、美術館又は図書館 

十一 遊技場 

十二 公衆浴場 

十三 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類

するもの 

十四 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十五 工場 

十六 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降

又は待合いの用に供するもの 

十七 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設 
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十八 保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物 

２ 法第十四条第一号の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める階数及び床面積の合計（当該各号に掲げる建築物の

用途に供する部分の床面積の合計をいう。以下この項において同じ。）とする。 

一 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 階数二及び床面積の合計五百平方

メートル 

二 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程若しくは特別支援学校

（以下「小学校等」という。）、老人ホーム又は前項第八号若しくは第九号に掲げ

る建築物（保育所を除く。） 階数二及び床面積の合計千平方メートル 

三 学校（幼稚園、小学校等及び幼保連携型認定こども園を除く。）、病院、劇場、

観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所又は前項第一号から第七号まで若しくは

第十号から第十八号までに掲げる建築物 階数三及び床面積の合計千平方メートル 

四 体育館 階数一及び床面積の合計千平方メートル 

３ 前項各号のうち二以上の号に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における法第十四

条第一号の政令で定める規模は、同項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる建築

物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める階数及び床面積の合計に相当するもの

として国土交通省令で定める階数及び床面積の合計とする。 
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令和３年３月 

市有特定建築物等の耐震化状況一覧（棟別）            耐震化率：１００％ 

名 称 

 
建築年月 

階

数 

 

延べ面積 

 

（単位：㎡） 

耐
震
性
基
準
の
区
分 

耐
震
診
断
実
施
有
無 

耐
震
改
修
実
施
状
況 

Ｉｓ

値 
備考 

浩養小学校校舎 Ｈ１８．３ ２ ２，７５４ 新 無 － － 浩養幼稚園含 

富里南小学校第一校舎 Ｓ４７．３ ２ ２，２５９ 旧 済 済 0.74 補強・学童クラブ含 

富里南小学校第二校舎 Ｓ６２．３ ３ ３，２５３ 新 無 － －  

富里小学校第一校舎 Ｓ４８．３ ３ ２，９８４ 旧 済 済 0.70 補強 

富里小学校第二校舎 Ｓ５３．３ ３ ２，０９５ 旧 済 済 0.78 補強 

富里第一小学校校舎 Ｓ５７．３ ３ ３，５４０ 新 無 － － 学童クラブ含 

日吉台小学校第一校舎 Ｓ５３．３ ４ ２，１８９ 旧 済 － 0.73 ※診断結果のＩｓ値 

日吉台小学校第二校舎 Ｓ５７．３ ４ ２，２５７ 新 無 － －  

日吉台小学校第三校舎  Ｈ３．５ ３ ２，７７２ 新 無 － － 学童クラブ含 

根木名小学校校舎 Ｓ５９．３ ３ ３，６２３ 新 無 － －  

七栄小学校校舎 Ｈ４．１２ ３ ３，７２３ 新 無 － －  

富里中学校校舎西棟 Ｓ４９．６ ３ ３，６５７ 旧 済 済 0.72 補強 

富里中学校校舎東棟 Ｓ５７．３ ３ ２，３７５ 新 無 － －  

富里北中学校第一校舎 Ｓ５８．４ ４ ３，７０８ 新 無 － －  

富里北中学校第二校舎  Ｈ５．８ ４ ２，８４３ 新 無 － －  

富里南中学校校舎 Ｓ６１．３ ４ ５，６２８ 新 無 － －  

富里中央公民館 Ｓ５８．９ ４ ４，５７６ 新 無 － －  

富里幼稚園園舎 Ｓ６３．３ ２ １，２７６ 新 無 － －  

消防本部消防署庁舎棟 Ｓ６０．３ ３ １，６３８ 新 無 － －  

富里市役所本庁舎 Ｓ５０．４ ３ ４，２１６ 旧 済 済 0.79 補強 

すこやかセンター Ｈ２７．１２ ３ ４，４４０ 新 無 － －  

富里社会体育館 Ｓ５８．８ ３ ４，３５４ 新 無 － －  

浩養小学校体育館 Ｓ５４．１０ ２ ７１４ 旧 済 済 1.13 補強 

旧洗心小学校体育館 Ｓ５７．３ ２ ６７６ 旧 済 済 0.80 補強 

富里南小学校体育館 Ｓ５３．３ ２ １，１０１ 旧 済 済 0.80 補強 

富里小学校体育館 Ｓ５１．４ ２ １，０６２ 旧 済 済 0.77 補強 

富里第一小学校体育館 Ｓ５７．３ ２ １，１３０ 新 無 － － 非構造部材安全対策済 

日吉台小学校体育館 Ｓ５７．３ ２ １，１５６ 新 無 － － 非構造部材安全対策済 

根木名小学校体育館 Ｓ５９．３ ２ ９７２ 新 無 － － 非構造部材安全対策済 

七栄小学校体育館 Ｈ４．１２ ２ ９２１ 新 無 － － 非構造部材安全対策済 

富里中学校体育館 Ｈ７．１０ ３ ４，２５３ 新 無 － － 非構造部材安全対策済 

富里北中学校体育館 Ｓ６０．３ ２ ２，４１０ 新 無 － － 非構造部材安全対策済 

富里南中学校体育館 Ｓ６１．３ ２ ２，２０２ 新 無 － － 非構造部材安全対策済 

北部コミュニティセンター Ｈ４．７ ２ １,５０２ 新 無 － －  

中部ふれあいセンター Ｈ７．１１ ２ ５２８ 新 無 － －  

富里市福祉センター Ｓ６２．３ ２ ２，５５６ 新 無 － －  

富里市立図書館 Ｈ１４．１０ ２ ３，７８７ 新 無 － －  

Ｉｓ値：0.6以上が地震の振動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低い。（国交省告示より） 


